
計算書類に対する注記（拠点区分用） 別紙２

平成 29年  3月 31 日現在
1頁法人名 ：社会福祉法人　緑風会

拠点区分名 ：都市型軽費老人ホーム　緑風拠点

１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分は、定額法により減価償却を実施している。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　当拠点区分は、定額法により減価償却を実施している。

（２）賞与引当金の計上基準

　　　　当拠点区分は、決算日後最初に支給する賞与の支払いに備えるため、当該支給予定額のうち、当年

　　　度に帰属する期間に相当する金額を賞与引当金に計上している。

（３）国庫補助金等特別積立金の設定と取崩について

　　　　当拠点区分において、「社会福祉法人会計基準」（平成28年 3月31日厚生労働省令第79号、以下「

　　　会計基準」という。）に基づき、施設・設備整備に対して国庫補助金等の交付を受けている場合には

　　　当該資産部分に相当する金額を国庫補助金等特別積立金として純資産の部に計上し、当該資産部分の

　　　費用化に伴い、取崩を実施している。

（４）消費税の取扱い

　　　　当拠点区分において、消費税等の会計処理として、税込方式によっている。

２．重要な会計方針の変更

　該当する事項はない。

３．採用する退職給付制度

　該当する事項はない。

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　　当拠点区分が作成する計算書類等は以下のとおりである。

　　　（１）緑風拠点区分計算書類(第１号の４様式、第２号の４様式、第３号の４様式)

　　　（２）当拠点区分において、サービス区分は一つであるため「社会福祉法人会計基準の制定に伴う会

　　　　　　計処理等に関する運用上の取扱いについて」（平成28年 3月31日厚生労働省雇用均等・児童家

　　　　　　庭局長、社会・援護局長、老健局長通知、雇児発0331第15号・社援発0331第39号・老発0331第

　　　　　　45号、以下　「運用上の取扱い通知」という。）25(2)ウの規定に基づき、拠点区分資金収支

　　　　　　明細書(別紙３(⑩))の作成は省略している。

　　　（３）当拠点区分において、サービス区分は一つであるため「運用上の取扱い通知」25(2)ウの規定

　　　　　　に基づき、拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))の作成は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 99,439,375 0 4,339,013 95,100,362

         合  計 99,439,375 0 4,339,013 95,100,362

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当する事項はない。

７．担保に供している資産

　　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

建物（基本財産） 95,100,362円

                             計 95,100,362円

　　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金 37,231,545円

設備資金借入金（エリザベート） 791,170,455円

                             計 828,402,000円
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８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 105,224,722 10,124,360 95,100,362

構築物 4,592,616 723,702 3,868,914

機械及び装置 1,818,494 509,125 1,309,369

車輌運搬具 2,774,861 1,081,269 1,693,592

器具及び備品 2,132,987 1,215,388 917,599

         合  計 116,543,680 13,653,844 102,889,836

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 837,689 0 837,689

         合  計 837,689 0 837,689

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当する事項はない。

１１．重要な後発事象

　該当する事項はない。

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかに
するために必要な事項
（１）前払費用の内訳

　　　　前払費用について支払資金の範囲に含まれるものと、一年基準により長期前払費用から振り替えら

　　　れたものの内訳は以下の通りである。

(単位：円)

当年度末 前年度末

支払資金の範囲に含まれる前払費用 62,915 13,791

長期前払費用からの振替額 34,859 34,859

　　　　　　　貸借対照表計上額 97,774 48,650


